
１　はじめに
（1）本稿の趣旨

日本は、人口減少・少子高齢化という社会現象が
加速する中で、「都市空間は、新しいリスクを生み
出し続ける可能性ある空間である」とされ、例え
ば「いつの間にか、住む人の場所が片寄り、かつて
のコミュニティが崩壊し、不安や孤独感を感じる
人々が増える地域もある」と言われており、「時代
や社会の変化に伴い、新しいリスクを生み出し続け
るのが都市空間である」ため、このような「都市の
リスクに対しては、その根源や影響の及ぼされる
範囲、かかわる人々を一体としてとらえ、方策を
考えなければならない」と指摘されている（伊藤
編 2000：15-16）。

このような時代情勢において、「人口減少や少子
高齢化をはじめ、わが国の都市を取り巻く社会状況
が大きく変化するとともに、地方自治体の厳しい財
政状況が続くなか、経済性のみならず、機能性や意
匠性、耐久性にも配慮しながら、質の高い事業のトー
タルデザインを通じて、公共事業を地域の活性化や
ソーシャルキャピタルの醸成など、よりよい社会の
実現へ効果的に結びつけることが求められている」
状況である（西村 2019：53）。また、このように

人口減少や少子高齢化が進む地方自治体において、
地方分権の担い手として行財政規模が要請された
結果、「平成の大合併」と称される市町村合併が進
み、自治体広域化による住民自治の後退を防ぐため、
第 27 次地方制度調査会答申（2003 年）にて「地域
自治組織の制度化」の方向性が示され、合併特例法
や地方自治法の改正による地域自治区制度が導入さ
れるが、この「地方自治法に基づく地域自治区制度
に取り組んだ例は多くはない一方で、自治体が独自
に条例等で位置付けて、地域自治組織の設置に取り
組む例は多い」と言われている（小山 2025：116）。

そこで、本稿では、このような歴史的背景を踏ま
え、「自助と公助の間をつなぐ共助により住民が行
動し絆を強める場として、さまざまな地域コミュニ
ティの役割が期待されている」（都市環境学教材編
集委員会編 2017：139）と言われている状況下で、
まず 2024 年 9 月に改正地方自治法の施行により新
たに設けた「指定地域共同活動団体制度」の設立背
景、制度の特徴、そして本質的課題等を整理する。
その上で、メディア報道（自治日報 2025：2）もさ
れているように、全国に先駆けて 2025 年 3 月に本
制度に関連する「広島市指定地域共同活動団体の指
定等に関する条例」を制定した広島市の地域コミュ
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ニティ政策の事例等を検討することにより、持続可
能な地域コミュニティをめぐる各アクター間の関係
性やそのあり方について若干の考察を行い、「指定
地域共同活動団体制度」の意義とその可能性につい
て検討する。

（2）問題の所在
「人口減少による市場の縮小は、民間事業者の撤

退やサービスの縮小にもつながり、地域社会を取り
巻く環境は、今後ますます厳しい状況となっていく」
と警鐘を鳴らした上で、「こうした環境変化によっ
て生じる、人手不足や複雑化する課題に対応するた
めには、これまで主に行政が担ってきた様々な機能
について、コミュニティ組織、NPO、企業といっ
た地域社会の多様な主体が連携・協働し、サービス
の提供や課題解決の担い手として、より一層、主体
的に関わっていく環境を整備することが必要であ
る」と示している（総務省・第 33 次地方制度調査
会 2023：14-15）。

もともと「総務省では既に地域コミュニティの活
動支援策として地域運営組織の持続的な運営などに
ついて、必要な経費を平成 28 年から地財措置を行っ
ている」（堀内 2024：59）状況下で、このような地
域社会や地域行政の実情の変化を踏まえ、まず「指
定地域共同活動団体制度」に関して、どのような経
緯で制度構築に至ったのか（背景）、一体どのよう
な制度上の効果等が期待されているのか（特徴）、
そしていかなる制度上の課題が潜在化しているのか

（課題）などが問題となる。
次に、既述の通り、この「指定地域共同活動団体

制度」を全国の自治体に先駆けて条例化した広島市
はコミュニティ政策の一環として、なぜ制度化に踏
み切ったのか。そして、具体的に広島市のコミュニ
ティ政策にどのように反映され、いかなる位置づけ
や実情となっているのかを把握する必要がある。

最後に、以上の内容を踏まえ、本稿で取り上げる
「指定地域共同活動団体制度」の意義とその可能性
について、いかに見出すことができるかという問題
がある。

２　「指定地域共同活動団体制度」について
そこで、まず「指定地域共同活動団体制度」の背

景や特徴を整理し、その上で制度の本質的な課題に
ついて検討を行う。

（1）指定地域共同活動団体制度の背景
「指定地域共同活動団体制度」に関しては、2024 年 

9 月施行の改正地方自治法により新たに創設された
制度である。

まず、この「指定地域共同活動団体制度」の創設
背景としては、2022 年 1 月から 2023 年 12 月まで
に計 21 回の専門小委員会と計 4 回の総会の調査審
議を経て、2023 年 12 月に第 33 次地方制度調査会
の答申「ポストコロナの経済社会に対応する地方制
度のあり方に関する答申」（以下、「第 33 次答申」）
が取りまとめられ、当時の岸田文雄総理大臣に地方
制度調査会の市川晃会長より手交される 1。なお、
この答申は、「デジタル・トランスフォーメーショ
ンの進展を踏まえた対応」、「地方公共団体相互間の
連携・協力及び公共私の連携」、そして「大規模な
災害、感染症のまん延等の国民の安全に重大な影響
を及ぼす事態への対応」の 3 本柱で構成されている。
この「地方公共団体相互間の連携・協力及び公共私
の連携」、とりわけ「公共私の連携」に係る答申を
踏まえ、「第 213 回通常国会において成立した地方
自治法の一部を改正する法律により、地域の多様な
主体と連携して、地域課題の解決に取り組む団体を

『指定地域共同活動団体』（中略）として市町村が指
定することができることとし、地域の多様な主体と
の連携・協働を促進する環境を整備するための制度
を設けることとなった」（原 2024：2）という背景
がある。

そもそも、この第 33 次答申に至る背景としては、
上述した「地域社会の多様な主体について、地方制
度調査会で取り上げられ、議論が行われたのは、『人
口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバ
ナンスのあり方に関する答申（第 31 次地方制度調
査会答申）』（平成 28 年 3 月）に遡る」とされ、「地
域コミュニティは、住民の参加の下、自治会・町内

1 　 首相官邸ホームページ「地方制度調査会による答申手交（2023年12月）」（https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/ 
202312/21syuko.html）を参照（最終閲覧日：2025年8月1日）。
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会等の地縁団体や NPO 等の地域の多様な主体の活
動により支えられており、平成 20 年を境にピーク
アウトした日本の人口トレンドにおいて、公共サー
ビスを支える観点から、個々の団体の役割は今後ま
すます重要となるとの認識を示し、その役割の検討
の必要性が指摘された」経緯がある（原 2024：7）。
その後の第 32 次地方制度調査会では、「地域社会に
おける資源制約が引き起こす課題を真っ向から捉
え、その対処方針を検討した結果、行政のほか、コ
ミュニティ組織や NPO などの多様な主体がネット
ワーク化することを提言」（原 2024：7）している。

このような第 31 次及び第 32 次地方制度調査会を
受けて、第 33 次地方制度調査会では、「コミュニ
ティ組織などの地域社会の多様な主体が連携・協働
していくための環境整備と多様な主体がそれぞれの
強みを活かした活動を行っていく枠組み（プラット
フォーム）について、市町村がその構築に取り組む
とともに、活動の促進に向けた下支えをしていくこ
とが提唱」されることになる。この第 33 次答申に
おける「公共私の連携」に関して、とりわけ地域コ
ミュニティ活動の持続可能性向上の観点から、「住
民が快適で安心な暮らしを営んでいくために、地域
住民の暮らしを支え、多様化・複雑化する生活ニー
ズにきめ細かに対応していくためには、地域にお
ける共助を支える担い手である地域コミュニティ
が、持続可能な形で存在していくことが重要であ
る」と指摘されており、本答申でも「地域コミュニ
ティの中心的な存在である自治会・町内会等の負
担軽減について提言している」状況である（保科
他 2024：56）。

（2）指定地域共同活動団体制度の特徴
次に、この「指定地域共同活動団体制度」の特徴

としては、次の 5 つに整理できる。
第 1 に、地域の主体性や自主性を尊重している点

である。この点、「市町村は、基礎的な地方公共団
体として、その事務を処理するに当たり、地域の多
様な主体の自主性を尊重しつつ、これらの主体と協
力して、住民の福祉の増進を効率的かつ効果的に
図るようにしなければならない」（改正地方自治法
第 260 条の 49 第 1 項）と定められており、「指定地
域共同活動団体」制度の趣旨が規定されている。具

体的に、市町村と地域の多様な主体との関係性につ
いて初めて理念や方針を示し、地域の自主性と主体
性を尊重している。つまり、行政主導ではなく、自
治会、町内会、NPO 法人、そしてボランティア団
体などが中心となって構成される団体自らが地域課
題に取り組むことを支援する取組みとなっている。

第 2 に、指定地域共同活動団体の要件に基づく申
請による市町村からの「指定」という点である。具
体的には、上述した同条第 1 項の趣旨を受け、「地
域において住民が快適で安心な日常生活を営むため
に特に必要となる生活サービスの提供に資する活
動を地域の多様な主体との連携等の方法により行
う、住民を主たる構成員とする団体を、市町村長
が『指定地域共同活動団体』として指定した場合
に、市町村が必要な支援や他の団体が行う関連す
る活動との調整を行うとともに、市町村からの随
意契約による関連事務の委託や行政財産の貸し付
けを可能とする特例を適用することができる」（佐
藤 2025：1469）ことになっている。なお、「市町村
長は、団体の申請に基づき、要件に該当する団体を
指定地域共同活動団体として指定することができ
る」（佐藤 2025：1469）ことになっており、「申請」
に基づく市町村長からの「指定」というプロセスに
なっていることが分かる。

第 3 に、行政（市町村）を含む関係者間との「連
携」強化を挙げることができる。先述でも示したよ
うに一定の要件を満たし、申請に基づき市町村長に
指定された団体は、「地域の多様な主体との連携そ
の他の方法により効率的かつ効果的に行うと認めら
れること」（同法第 260 条の 49 第 2 項 1 号後段）が
要件とされていることからも、市町村とも情報共有
を行い連携して各種地域課題の解決を図る。具体的
に、上述した「地域の多様な主体との連携」は、「指
定を受ける団体が、他の団体と互いに連絡を取り、
協力し合つて活動を行うこと」であり、また「その
他の方法」としては「指定を受ける団体の構成員で
ある複数の団体が、連携して活動を行うことも想定
されている」状況である（佐藤 2025：1471-1472）。
この点、「活動の活性化を図るため、市町村から指
定地域団体に対しては、活動資金の助成、情報提
供、研修、他団体との交流機会の提供といった支援
や関連性の高い活動を行う他の団体との連携、連結・
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協力を調整する仕組みを設けることが想定される」
（原 2024：10-11）とも言われている。よって、行
政等による「下請け」ではなく、「対等な協働関係」
を築くことが目標にもなっていると言える。

第 4 に、多種多様な地域課題への対応可能性が高
くなることを挙げることができる。この点、既述の
指定地域共同活動団体制度の要件の他、例えば「地
域住民が抱える課題に対応するために形成された組
合などについて、指定対象か否かに係る判断につい
ては、非営利性の徹底、区域の住民等が主たる構成
員となっているか、地域的な共同活動を行っている
か等の活動実態をもとに判断する」（原 2024：9-10）
とされている。つまり本制度が地域特有の課題に対
して、当該地域による課題解決を要請しており、特
段その課題対象に関しては限定をしていないことが
特徴となる。一定の制約要件はあるものの、高齢者
の見守り、子育て支援、防災活動、ごみ拾い、空き
家対策、そして地域交流イベントの開催など必ずし
も行政だけでは対応しきれない地域ニーズに柔軟に
対応できる仕組みを整備しているとも言える。

第 5 に、活動の透明性確保や報告義務がある点で
ある。指定を受けた団体は、定期的に活動報告書等
を提出し、地域や行政（市町村）に対する説明責任
を果たすことが求められる。この点、「民主的で透
明性の高い運営その他適正な運営を確保するために
必要なものとして条例で定める要件を備えること」

（260 条の 49 第 2 項 2 号）でも規定されている。こ
の規定は、「要件設定過程の透明性・公正性、指定
を受けようとする団体の予測可能性を確保する趣旨
である」（佐藤 2025：1472）とされている。具体的
に、「『民主的（な運営）』とは、構成員全員の意思
に基づいて団体の運営に係る意思決定がなされてい
ることであり、例えば、代表者及び役員が構成員の
意思に基づいて選出されていることを要件とするこ
とが考えられる」（佐藤 2025：1472）とされている。
また、「『透明性の高い運営』とは、活動状況や財務
状況などが対外的に公開されていることであり、活
動状況、会計書類等の情報を公開していることを要
件とすることが考えられる」（佐藤 2025：1472）と
言われている。

以上の 5 点が他に細かな要件等はあるものの、「指
定地域共同活動団体」の制度上の特徴である。

（3）指定地域共同活動団体制度の課題
最後に、上述してきた「指定地域共同活動団体制

度」の創設背景やその特徴を踏まえ、当該制度には
多くの期待される効果が見込まれるが、その一方で
制度運用上の課題も一部で指摘されている。では、
現段階で一体どのような課題が考え得るのかを検討
し整理する。

この指定地域共同活動団体制度の課題としては、
大きく以下の 5 点を挙げることができる。

第 1 に、担い手の高齢化と後継者不足等による活
動の継続性（人手不足を含む）の問題を挙げること
ができる。具体的には、自治会・町内会などの加入
率も低下している状況下で、地域活動を担うメン
バーの多くが高齢者で、若年層や働き盛り世代の参
加が少ない傾向がある。このような人手不足や世代
間意識の差（共同体意識の希薄化などを含む）によ
り、活動の担い手が固定化し当該活動の持続が難し
くなるケースが増加したり、中長期的に持続可能な
体制づくりが困難となっている現状がある。また、
特定の個人に業務が集中しがちで、リーダー交代や
引継ぎがうまくいかない場合（ノウハウや人脈の引
継ぎがうまくいかない場合を含む）や後継者の育成
が困難で、団体が活動停止するケースも考えられる
中で、「指定地域共同活動団体制度」そのものがい
かなる課題解決に向けたアプローチになるのかが具
体的に見えていない点を挙げることができる。

第 2 に、行政との関係性や役割分担の曖昧さと地
域の主体性や自主性の確保に関する点である。具体
的に、とりわけ「地域ができること」と「行政がす
べきこと」の境界が曖昧であったり責任の所在や業
務の境界が不明瞭な場合も想定され、地域側の負担
が過重になることも考えられる。本制度上、地域団
体（「地域の多様な主体」）と行政の「協力」理念も
謳われている中で、実質的には行政が支援的でなく
上下関係に近い状況になる可能性や懸念もある。こ
の点、実際に「制度設計に対しては、市町村の関与
により、指定地域団体の自主性・自立性が阻害され
るのではないかとの指摘もあった」が、「市町村に
よる指定地域団体への関与は必要最低限度にとどめ
るとともに、指定要件・活動内容だけでなく、そも
そも本制度の導入の有無についても、市町村が地域
の実情を踏まえて判断することができるとしたとこ
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ろである」と言われている（原 2024：12）。
第 3 に、本制度の周知不足という点がある。具体

的に、制度自体の認知度が低い可能性もあり、新た
に「申請」（その後の「指定」を含む）する団体が
増えない場合も想定され、行政との情報共有体制や
支援制度の理解が不十分な団体等もある可能性が考
えられる。

第 4 に、「地域の多様な主体」による活動内容の
固定化やマンネリ化（住民間の温度差や参加意識の
ばらつき）が懸念される点である。つまり、活動が
毎年同じ行事を繰り返すなど新しい取組みや課題解
決への柔軟性が乏しい場合も想定され、地域のニー
ズ等が変化しても、それに本制度が対応できない場
合も考えられる。

第 5 に、財政的な課題（財政・予算上の制約）で
ある。この点に関しては、自治体（市町村）の補助
金や活動資金の確保が難しく、自主財源が乏しい場
合も考えられ、自治体ごとの支援内容に差が生じて
しまう可能性がある。つまり、自治体の財政状況に
よっては、委託費や補助金の金額が限られており、
十分な活動が行えない場合がある。自治体への依存
度が高い場合などは、特に地域格差が生じる要因と
なり得る。

以上の 5 点の「指定地域共同活動団体制度」の課
題を踏まえ、「地域における多様な主体の活動を活
性化するためには、①持続可能性に対する不安を払
拭するため、若手の参画といったマンパワーの確保
を図りつつ、②地域の多様な主体の活動を委縮させ
る原因となる行政協力業務の見直し、団体の活動基
盤を強化したうえで、③それぞれの団体の強みを活
かし合う連携・協働する体制を構築することが重要
である」（原 2024：6）と指摘されている。このよ
うなことを踏まえ、「地域住民の福祉という観点か
ら、最小限のリソースで最大限の効果を発揮するた
めの効率的な運営、地域における多様なニーズに
対し、どのように対応して全体最適化を図るのか」

（原 2024：6）という課題への対応が求められるこ
とになる。

３　�具体的な指定地域共同活動団体制度の取組み
（広島市の事例）

（1）広島市の地域コミュニティの取組み概要
ア　広島市の地域コミュニティの現状と課題

まず、広島市の地域コミュニティの取組みの概要
を示すにあたって、同市の地域特性や地域コミュニ
ティはどのような現状になっているかが問題とな
る。この点、広島市のコミュニティに関連する地域
特性としては、その中心となる町内会・自治会は
町丁目単位等で結成され、平均すると小学校区に
約 14 の町内会・自治会があるが、5 未満の学区か
ら 50 に及ぶ学区もあり、地区・学区社会福祉協議
会を含む各種団体の結成状況等は一様ではなく、町
内会・自治会との関係性にも違いがあり、地域によっ
て異なっている（広島市 2022：2）。具体的に、広
島市の「地域コミュニティに関する課題分析や活性
化策の検討のための調査（町内会・自治会等実態調
査）」2 により、同市の「市街地では、マンション
建設などによって地域への帰属意識が低い住民が増
加し、町内会・自治会への加入が進まないといった
問題が生じ、中山間地・島しょ部では、町内会・自
治会の加入率は高い」状況だが、「人口減少と高齢
化によって地域コミュニティの存続が脅かされかね
ない状況」であると指摘している（広島市 2022：2）。
また、広島市の「町内会・自治会の加入率は年々減
少して 6 割を下回り、老人クラブの加入率（60 歳
以上の人）は約 1 割、子ども会の加入率（小学校児童）
は約 3 割となるなど、地域を支える人材の不足や地
域コミュニティの活力低下が懸念」（広島市 2022：1）
されている状況である。このような広島市の地域コ
ミュニティの現況は、「少子高齢化や単身世帯の増
加などの家族単位の縮小、労働環境や生活環境の変
化といった様々な社会的要因の変化が、地域コミュ
ニティへの参加意欲を減少・喪失」（広島市 2022：1）
させている日本の現状とも連動していると言える。

この広島市の大規模調査の結果や現況を踏まえ、
同市は「団体運営」、「活動の担い手」、「地域特性」、

「活動内容」、そして「行政からの支援」の 5 つに課
題を区分して整理をしている（広島市 2022：7-8）。

2 　 調査時期は2020年8月から2021年3月までで、「約1900の町内会・自治会と約200の地域団体を対象にした団体アンケートと、団
体役員へのヒアリングや7000人を対象にした市民アンケートを行った」大規模実態調査である（吉田 2025：82）。
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具体的に、「役員の高齢化と後継者不足」、「団体間
の連携不足」、「地域活動への関心の低下と参加者の
減少」、「活動拠点の維持管理費用や担い手の確保
難」、そして「市からの補助金の使いにくさ」など
の課題が挙げられている（吉田 2025：82-83）。

イ　近年の広島市の地域コミュニティの取組み概要
このような広島市の地域コミュニティの現状と課

題を踏まえ、同市における「これから求められる地
域コミュニティ」のあり方として「『自分たちのま
ちは自分たちで創り、守る』という基本的な考え方
の下、『共助』の精神に基づく市民主体のまちづく
りを進めていくこと」の重要性を示している（広島
市企画総務局地域活性化調整部コミュニティ再生
課 2025：1）。その上で、広島市では、「持続可能な
地域コミュニティ」の実現に向けた基本方針 3 を策
定し、関連する施策を実施している。その一環と
して、「広島市地域コミュニティ活性化ビジョン」

（2022 年 2 月）を策定し、多様な主体が連携しなが
ら、おおむね小学校区を活動範囲として当該範囲の
全ての住民を対象に活動をする「新たな地域コミュ
ニティ」である「ひろしま LMO（エルモ）」4 づく
りを提案している（広島市企画総務局地域活性化調
整部コミュニティ再生課 2025：2）。

また、先述した改正地方自治法（2024 年 9 月施行）
により創設された「指定地域共同活動団体制度」を
踏まえ、広島市では「『ひろしま LMO』への支援
を一層充実させることにより、地域における多様な
主体が連携した共助の精神に基づく持続可能な地域
コミュニティの実現を目指す」（広島市企画総務局
地域活性化調整部コミュニティ再生課 2025：2）た
めに、「広島市指定地域共同活動団体の指定等に関
する条例」（2025 年 3 月）を制定している。

そこで、以下では「ひろしま LMO」と「広島市
指定地域共同活動団体の指定等に関する条例」につ
いて概要等を示し検討を行う。

（2）「ひろしま LMO」について
「ひろしま LMO（エルモ）」とは、「おおむね小

学校区を活動範囲として、地域の実情に応じて、地
域団体や NPO、協同労働団体、企業、商工会、住
民有志など、多様な主体が連携しながら地域課題の
解決に取り組む団体であり、本市における共助の精
神に基づく市民主体のまちづくりの基盤となる団
体」（広島市企画総務局地域活性化調整部コミュニ
ティ再生課 2025：3）である。広島市では、「広島
市指定地域共同活動団体の指定等に関する条例」に
基づき、「住民が地域において快適で安心な日常生
活を営むために特に必要となる生活サービスの提供
に資する活動（特定地域共同活動）を地域の多様な
主体と連携し、効率的かつ効果的に行う団体を『ひ
ろしま LMO』として指定」している状況である（広
島市企画総務局地域活性化調整部コミュニティ再生
課 2025：3）。

では、この「ひろしま LMO」の指定を受けるこ
とで、どのようなメリット（恩恵）があるのだろう
か。この点、「ひろしま LMO」に指定されること
で、大別して「ヒトの支援」、「モノの支援」、そし
て「カネの支援」3 つの支援を受けることができる

（広島市 2025：6）。具体的に、まず「ヒトの支援」
としては、職員（区役所や社会福祉法人広島市社会
福祉協議会など）や専門家（コーディネーター・税
理士・社会保険労務士）の派遣があることで、「ひ
ろしま LMO」設立の検討段階から運営開始後に至
るまで一貫して伴走支援を受けることができる。ま
た、特徴的な支援が、「広島市 LMO づくりサポー
ト事業」で、「LMO の円滑な設立を支援するために、
LMO の設立を検討する地域が LMO を見学したり、
LMO 会長等を地域に派遣する事業」を行っている
ことである（広島市 2025：6）。次に、「モノの支援」
としては、活動に必要となる場所（拠点）として、
市有施設の使用を希望する場合は、施設所管課との
調整を行うことである。そして最後に「カネの支援」

3 　 広島市の「持続可能な地域コミュニティ」に関する基本方針として5つの柱がある。①地域コミュニティの重要性について必要
な情報発信と啓発を行う「地域コミュニティ全般」、②地域団体による相互連携、地域活動の場の提供、情報提供、新たな担い手
の人材育成、そして団体への加入促進活動の支援を行う「地域活動」、③LMOの設立・運営の支援やLMOの自主財源の確保等の
支援を行う「ひろしまLMO」、④企業等で働く現役世代が地域貢献活動に参加しやすい環境整備を促進する「企業・現役世代」、
そして⑤市職員に対する地域コミュニティに関する研修や市の関係部署が連携して地域コミュニティの活性化に向けた施策の検
討を行う体制の整備等を行う「市職員・市の体制」の5つの基本方針を示している（広島市企画総務局地域活性化調整部コミュ
ニティ再生課 2025：10）。

4 　 ここで示す「LMO」とはLocal Management Organizationの略語で、「地域運営組織」のことである。
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としては 3 つの財政支援があり、「ひろしま LMO
設立時助成金」5、「ひろしま LMO 運営助成金」6、「ひ
ろしま LMO 一括交付金」7 である。

現在、この「ひろしま LMO」は、「広島市地域コミュ
ニティ活性化ビジョン」が策定された 2022 年から
現在（2025 年 5 月末）までに、「65 団体を認定し、
また、17 地域で設立に向けた準備が進められてい
る」（吉田 2025：84）状況である。

（3）�「広島市指定地域共同活動団体の指定等に関す
る条例」について

先述の通り、改正地方自治法により「指定地域共
同活動団体制度」が導入され、広島市では「指定地
域共同活動団体の制度を活用し、ひろしま LMO へ
の支援を一層充実させることにより、地域における
多様な主体が連携した共助の精神に基づく持続可能
な地域コミュニティの実現を図り、もって地域共生
社会の形成に資する」ことを目的（制度趣旨）とし
て 2025 年 3 月に「広島市指定地域共同活動団体の
指定等に関する条例」を制定、同年 7 月に施行した。

本条例は、全 6 条で構成されており、前文にて、
「人口減少や少子高齢化の進行等により、地域コミュ
ニティの活力低下が懸念される中、本市において
は、地域に関わるあらゆる主体が一緒になり、地域
の実情に応じた諸課題を解決することができる持続
可能な地域コミュニティの実現を図るため、広島型
地域運営組織ひろしま LMO（エルモ）を基盤とし
た市民主体のまちづくりを推進してきた」広島市の
動向及び「市町村長が地域的な共同活動を行う地縁
による団体等を指定地域共同活動団体として指定す
ることができること等を定めた地方自治法の一部を
改正する法律が施行された」国の動向を踏まえ制定
された。また、改正地方自治法に基づく指定地域

共同活動団体として指定された団体を「ひろしま
LMO」とし（同 2 条）、その指定要件（同 3 条）と
支援（同 4 条）を規定し、各種申請手続（同 5 条）
と委任規定（同 6 条）について定めている。

具体的に、本条例 3 条で定める活動として 16 の
活動内容が列挙（同条 1 項）されており、当該指定
要件として①「団体の運営に関する主な事項を団体
の構成員の意思に基づき決定すること」、②「代表
者その他の役員を団体の構成員の意思に基づき選任
すること」、③「予算及び決算に係る資料の公表並
びに決算に係る監査を行い、経費の使途の透明性を
確保すること」、④「活動の計画及び実施の状況を
公表すること」、そして⑤「各号の規定による適正
な運営を確保するための方法が規約その他これに準
ずるもの（中略）に定められていること」が定め
られている（同条 2 項）。また、同時に「ひろしま
LMO」に指定されるための要件として、原則とし
て「主としてその活動を行う区域を小学校の通学区
域としていること」、「地区・学区社会福祉協議会及
び連合町内会・自治会が構成団体となり、かつ、規
則で定める団体のうち半数以上が構成団体となって
いること」8、「特定の団体の構成員が役員の半数以
上を占めていないこと」、「まちづくりに関する中長
期的な計画を定めていること」、そして「共助の精
神に基づく市民主体のまちづくりを持続的に実践し
ようとしていると認められる者で構成する団体であ
ること」などが求められる（同条 3 項）。さらに、「ひ
ろしま LMO」に対する支援（同 4 条）として、広
島市は「ひろしま LMO」に対して助成金交付等の
支援を行うことや「市長は、当該支援を効率的かつ
効果的に行うために必要があると認めるときは、社
会福祉法人広島市社会福祉協議会に対し、当該支援
に必要な協力を求めることができる」旨が定められ

5 　 「ひろしまLMO設立時助成金」は、50万円を上限額として「備品購入費や拠点改修費、事務所費などの活動拠点の整備や設立当
初の運営に要する経費を助成」する（広島市 2025：7）。

6 　 「ひろしまLMO運営助成金」は、人件費として300万円を年度上限額とする「活動拠点に配置する事務局員の雇用などに要する
経費」や、活動拠点の維持管理・運営費（「活動拠点を継続的に運営するために要する経費やLMOの運営に要する経費」）と地域
課題を解決するための事業への支援費（「LMOが作成する事業計画に基づく地域の実情に応じた課題解決のための事業に要する
経費」）の合算で300万円を年度上限額とする助成である（広島市 2025：7）。

7 　 「ひろしまLMO一括交付金」は、LMOを設立した年度の翌年度から対象となり、当該交付金を受けるためには、「一括交付金化
の対象となっている団体がLMOの構成団体又はLMOと連携協定を締結している団体である必要」があり、「広島市から各種地域
団体に直接交付している補助金に代えて、従来の補助金の内容（補助限度額や対象経費等）を拡充・一本化した上で、一括交付
金として広島市社会福祉協議会からLMOを経て各種団体に支給」されることになる（広島市 2025：8）。

8 　 条例第3条第3項第2号で定める具体的な団体は、自主防災会、防犯組合、体育協会、民生委員児童委員協議会、女性会、老人ク
ラブ、地域活動連絡協議会、母子寡婦福祉会、子ども会育成協議会、青少年健全育成連絡協議会、公衆衛生推進協議会、そして
PTAが明記されている（広島市指定地域共同活動団合の指定等に関する条例施行規則第2条）。
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ている。

（4）広島市のコミュニティ政策からの示唆
このような「ひろしま LMO」や「広島市指定地

域共同活動団体の指定等に関する条例」を含む広島
市のコミュニティ政策の概観を踏まえ、同市の施策
動向等から、一体いかなる政策的示唆等を見出すこ
とができるだろうか。

まず、「地域の多様な主体による連携・協働の枠
組みは、地域の実情に応じ、自主的かつ多様な取組
を基本として展開が図られるもの」であり、「地域
の課題を共有し、解決していくため、多様な主体が
参画し、連携・協働を図りつつ、それぞれの強みを
活かした活動を行っていく枠組み（プラットフォー
ム）を市町村が構築し、その活動を下支えすること
により、人々が快適で安心な暮らしを営むことがで
きる地域社会を形成する取組は、今後、重要性を増
していく」と述べられている（総務省・第 33 次地
方制度調査会 2023：15）。このことに鑑みると、広
島市の近年のコミュニティ政策の概観を踏まえ、同
市が制定した「広島市指定地域共同活動団体の指定
等に関する条例」にも既述の通り「地域に関わるあ
らゆる主体が一緒になり、地域の実情に応じた諸課
題を解決することができる持続可能な地域コミュニ
ティの実現を図る」ことが目的として掲げられ、そ
の上で「ひろしま LMO を基盤とした市民主体のま
ちづくりを推進」していく方針を示していること
は、重要な意義があると言える。この点、「行政主
導のコミュニティ・ガバナンス」から地域自治を中
心に据えた「住民主体のコミュニティ・ガバナン
ス」への転換に対して、「地域にとって重要なこと
を、地域内のアクター主導で決定し取り込んでいく
という、コミュニティ・ガバナンスへの示唆」があ
る点も指摘されていることは参考になるだろう（小
山 2025：125）。

また、「多様化する地域社会において、もはや一
団体が地域における代表性を保持することを想定す
るのは困難である」ことから、「行政施策の方向性
と同様に、地域アクター間の『協働』が求められ
ることになる」と言われている（小山 2025：118）。
このような行政（自治体）を含む地域アクター間の

「協働」は、「広島市地域コミュニティ活性化ビジョ

ン」の策定や同条例の制定の趣旨にも沿うことであ
り、これらの広島市の取組み等を通じて、より 1 つ
でも多くの事例を増やしていくことは制度そのもの
の持続可能性を担保し、「地域のことを住民が主体
的に考えていく重要性を認識できれば、自ずとカー
ドがそろっていく」（小山 2025：126）ことにも繋
がることになる。なお、これらの「地域の多様な主
体」による「協働活動によって得られたデータを報
告書にまとめて地方自治体にもち込むことによって
対策がとられることも多い」（都市環境学教材編集
委員会 2017：138）と言われているように、自治体（市
町村）行政にも変化をもたらす契機に繋がることを
意味しているとも考えられる。

４　�今後の自治体（市町村）と地域コミュニティと
の関係可能性

このような本稿で取り上げた国の「指定地域共同
活動団体制度」やその具体的事例として検討を進め
た広島市（自治体）の「広島市指定地域共同活動団
体の指定等に関する条例」等をめぐるコミュニティ
政策等を踏まえ、国や自治体を含む行政と地域コ
ミュニティの関係性について、とりわけ地域住民に
一番身近な行政サービスを展開する自治体（市町村）
との関係の曖昧さや不確定さもあることから整理す
る必要がある。

この自治体と地域コミュニティの関係性に関して
は、例えば「ローカル・ガバナンスにおける上意下
達に陥りがちな関係において、NPO が専門的な立
場から間を取り持ち、水平的な関係における議論の
土壌をつくる」（小山 2025：126）という NPO の媒
介的役割とその可能性が重要になる。その一方で、

「『人々を社会的にとりまとめることのできる組織』
＝町内会という枠組みがうまく機能しなくなるなか
で、NPO なども含めた協働体制に変化したとして
も、国家や地方自治体の統治性に変化はない」と言
われ、「アクター間の水平的関係が掲げられている

『協働』施策においても、行政主導で進められてい
る限り、行政が掌握する範囲内、つまり統治下にあ
るということ」であり、このことは「コミュニティ・
ガバナンスの枠組みが変化したとしても、こうした
統治のしくみから逃れられないことを示唆する」と
指摘がされている（小山 2025：117）。
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では、このような様々な主義・主張が存在する中
で、具体的に本稿で取り上げた国の「指定地域共同
活動団体制度」や「広島市指定地域共同活動団体の
指定等に関する条例」をめぐるコミュニティ政策等
を通じて、国と自治体の関係を含め行政と地域コ
ミュニティの関係性は一体どのような位置づけと
なっているのかが問題となる。

このことに関しては、第 33 次地方制度調査会の
答申でも「市町村が構築した連携・協働のプラット
フォームにおいて、多様な主体が活躍できるように
するため、様々な関係者と連携・協働して地域課題
の解決に取り組む主体については、法律上も、市町
村の判断で、その位置付けを明確にすることができ
るようにする選択肢を用意して、活動環境を整備し
ていくことが考えられる」と明示した上で、「この
ような主体に求められる具体的な要件及び役割の
設定や、市町村による支援の具体的な方法につい
ては、市町村の自主性・主体性が尊重され、地域
の実情に応じた取組ができるようにする必要があ
る」と示している（総務省・第 33 次地方制度調査
会 2023：15-16）。ここで重要なポイントとしては、
上述した「選択肢を用意」という点である。つまり、
既述の改正地方自治法で創設された「指定地域共同
活動団体制度」のように、国により制度化された地
域コミュニティを含む地域自治組織やその活動等に
関して、そもそも条例に反映させるか否か、いかな
る内容をどのように設けるかなどに関して、自治体

（市町村）に裁量権がある（国と自治体との関係）。
また、市町村側で具体的に制度整備が進められ、い
かなる「指定地域共同活動団体」を指定するか否か
の要件や個別具体的な指定は、当該団体の「申請」
に基づき判断が委ねられており、裁量があると言え
る（自治体と地域コミュニティの関係）。よって、「国
と自治体」及び「自治体と地域コミュニティ」の双
方で、この「選択肢が用意」された制度設計になっ
ていることは、「地域の様々な主体の自主性を尊重」
という制度趣旨を担保する上でも重要になると言え
る。例えば、具体的なケースとして、新型コロナウ
イルス感染症問題で露呈した課題として、地域生活
の重要な「場」を発展させるために「『どこが』組
織的な主体となるか」、そして「どこが主体となっ
てこうした施策を進めるか」が重要になると指摘し

ている（足立 2021：31）。この点、このような「あ
る争点についてアクターがいかに考えるかは、その
包括的なレベル（健康、経済、教育、市民の自由な
ど）と、考慮されてきた情報とに依存する」ことか
ら、「アクターの政策選好は、固定されるものでも
外生的に与えられるものでもなく、（相互）行動の
間で生じることとなる」と言われている（ウィブル
編 2025：37）。このことからも、各関係主体に「選
択肢」が設けられていることは、「制度」の持続可
能性やその関係可能性を担保する上でも重要な鍵と
なっていると言える。

５　�持続可能な地域コミュニティの形成・維持等に
向けた検討とアプローチ

そこで、最後にこれまでの整理・検討内容を踏ま
え、持続可能な地域コミュニティの形成や維持等に
向けた「指定地域共同活動団体制度」の意義と可能
性について、若干の考察を加えて示す。

まず、「不確実性の高い時代に重要なのは『フレ
キシビリティ（柔軟性）』のあるまちづくりである」

（足立 2021：45）と言われている。この点に関して
は、「まちづくり」政策だけではなく、本稿で取り
上げた「コミュニティ」政策にも同様のことが言え
る。つまり、「コミュニティ」や「コミュニティ政策」
にも「柔軟性」が求められるということである。さ
らに掘り下げるならば、「持続可能な」コミュニティ
やコミュニティ政策には「柔軟性」がなければ、持
続可能性を担保することは難しい可能性があること
を示唆している。そして、この「柔軟性」を担保す
る重要な鍵を握っているのが「選択肢」の範囲と種
類であるとも言える。

では、この「柔軟性」を担保する「選択肢」の範
囲や種類を拡充していくためには、どのようなアプ
ローチが求められるのかという問題が生じる。この
点、「そもそもコミュニティを強調することは原理
的に、排除という潜在的機能と表裏一体なのであ
る」とも言われており、「『地域コミュニティ』を主
題化することは、そこに入れない人に相対的剥奪感
をもたらしうる」と指摘している 9。しかし、1991
年の地方自治法改正により市町村への申請と許可に
よって「地縁による法人」として法人格をもつこ
とが可能になった「自治会は、区域の境界が明確
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で区域に重なり合いがない」こともあり、「住民は
必ずどこかの自治会地区に所属していることにな
り、基本的にその区域内のすべての住民が加入でき
る」任意団体となった（都市環境学教材編集委員
会 2017：136）。既述の通り、この自治会は、経年
的かつ全国的にその加入率の低下や活動の衰退が懸
念されている状況下で、主に高齢者が自治会を支え
ており、「自治会の共助の機能を活かすには、企業
を退職した世代が自治会に積極的にかかわることが
重要である」と指摘されている（都市環境学教材編
集委員会 2017：136-137）。とりわけ第 33 次地方制
度調査会の答申でも「自治会・町内会等については、
持続可能性の低下が指摘されている」ことからも、

「行政に協力する業務による負担感が強い自治会・
町内会等については、市町村において、定期広報物
の配布・回覧や各種委員の推薦・選出などの行政と
のパイプ役に関する業務の効率化を進めつつ、それ
ぞれの地域の実情に応じた総合的な見直し、いわば
棚卸しを行っていくことが求められる」と言われて
いる（総務省・第 33 次地方制度調査会 2023：16）。
このような意味において、自治会や小学校区などを
基軸として、新たなコミュニティ機能をもたらすア
プローチが今後の持続可能なコミュニティに求めら
れると考える。このような従来型または既存の地域
コミュニティを基盤とした新たなコミュニティ機能
の付与が鍵になるだろう 10。この点を広義的に示す
ならば、「これまでの公民役割分担論に基づく政策
では解決できない課題が増加しており、新しい仕組
み、すなわち地域コミュニティを核に、多様な主体
間で公共的な調整・判断ができる住民自治の仕組み
づくりが必要」（田中 2007：99）であると指摘され
続けてきたことに繋がる議論である。

また、例えば「自主防災組織が抱える困難は、日
本における防災・災害復興に向けた政策が人々の定
住を前提として組み立てられていることに起因して
いる」ことから、「日本の防災行政は、定住志向を
持つ居住者からなる『閉じられたコミュニティ』を

前提として組み立てられている」と言われている（高
木 2025：107-108）。このような「閉じられたコミュ
ニティ」にいかに風穴をあけて、上述したような実
質的に「排除」されてきた人を巻き込んでいくかが、

「選択肢」の範囲や種類を拡充していくことになる。
本稿で取り上げた「指定地域共同活動団体制度」

や広島市のコミュニティ政策の事例は、今までに各
地方等で何らかの機能はしており実態も伴っていた
が、制度が整っていなかった領域分野を整備してい
る。その一方で、法律や条例等の制度としては存在
するものの（制度等の仕組みが整っていても）、しっ
かりと制度運用されていない場合は、期待される関
連する実質的効果は見込めないことになる。この「指
定地域共同活動団体制度」に関しては様々な課題は
あるものの、国が枠組み（標準化）を定めて、地域
の実情に応じた詳細な規定等は条例で定めることを
促し（国と自治体の関係）、この制度を契機に各地
域で条例制定が加速され、当該制度が誘導的機能を
有し、地域に応じた地域コミュニティの仕組みづく
り（自治体と地域コミュニティの関係）に繋がる可
能性がある。

６　おわりに
（1）結論

以上を踏まえ、本稿では、まず「指定地域共同活
動団体制度」に関して、その創設背景、特徴、そし
て本質的課題などを整理した。その上で、全国に先
駆けて制定した「広島市指定地域共同活動団体の指
定等に関する条例」など広島市の地域コミュニティ
政策の事例等から得られる政策的示唆も踏まえ、今
後の自治体と地域コミュニティ等の関係可能性や持
続可能な地域コミュニティの形成・維持等のあり方
について若干の考察を行い、「指定地域共同活動団
体制度」の意義とその可能性について検討し、新た
な政策的示唆を示した。

その意味においても、改正地方自治法により創設
された「指定地域共同活動団体制度」は、広義的な

9 　 具体的には、「『地域』が強制的に立ち上がった場面において、元の町の日常に戻ることで最終的に空間への自由を取り戻そうと
するベクトルと、空間が桎梏として作用することから逃れなくなるような逆のベクトルが並存してしまうことは、避けられない」
と述べている（若林他編 2018：45）。

10　 この点、必ずしも新たなコミュニティを形成することに主眼を置くのではなく、別目的で設立等された既存のコミュニティ内部
に中間支援組織（NPO等を含む）等が介入することで、主目的とするコミュニティ機能を新たに形成することに繋がることを指
摘する（中山 2025）。
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地域政策における「国と自治体の関係性」11 から「自
治体と地域コミュニティの関係性」へバトンタッチ
をする大きな分岐点（契機）に繋がっていく可能性
があると言える。

（2）今後の残された課題
今後の残された課題としては、次の 3 点を挙げる

ことができる。
第 1 に、本稿で取り上げた広島市の事例のような

「指定地域共同活動団体制度」に基づく関連条例の
制定の動向を見据え、具体的な自治体間の制度比較
なども必要になってくる。

第 2 に、上述した「指定地域共同活動団体制度」
関連の条例が各自治体で制定された後、具体的な申
請に基づく指定実態を調査し、制度運用後の潜在的
課題等を把握して、より良い制度にすべく探究をし
ていく必要がある。

第 3 に、「情報社会の浸透により個人の主義主張
や行動が突出し、これまでコミュニティが担ってい
た地域の生活環境の一部の維持管理や、防犯・防災
などの生活の安全・安心にかかわる連携、子供や高
齢者が安心して暮らせる相互の助け合いなどの実践
が、困難になっている」（井上・長瀬 2013：7）状
況下において、何をもって「コミュニティ」が形成
されたと言えるか。その境界線はどこから引くこと
ができるかという本質的な問題がある。このような
問題にも追究していく必要がある。
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